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防災訓練の実施の結果について、原子力災害対策特別措置法第 13条の２第１項の

規定に基づき報告します。 
 

原 子 力 事 業 所 の 名 称 及 び 場 所 
再処理事業所 
青森県上北郡六ヶ所村大字尾駮 

防 災 訓 練 実 施 年 月 日 2020年 3月 6日 2019年 9月 12日 

2019年 1月 30日

～ 

2020年 3月 5日 

防災訓練のために想定した原子力災害の概要 

地震を起因とし、

再処理施設での

全交流電源喪失、

蒸発乾固の発生

および廃棄物管

理施設でのガラ

ス固化体の破損

による放射性物

質の放出により、

原子力災害対策

特別措置法第１

５条に至る原子

力災害の発生を

想定 

別紙２のとおり 別紙３のとおり 

防 災 訓 練 の 項 目 総合訓練 個別訓練 
（個別訓練①） 

個別訓練 
（個別訓練②） 

防 災 訓 練 の 内 容 

(1)総合訓練 

(2)通報訓練 

(3)救護訓練 

(4)モニタリング 

訓練 

(5)避難誘導訓練 

(6)その他必要と 

認める訓練 

(1)その他必要と 

認める訓練 
(1)その他必要と 

認める訓練 

防 災 訓 練 の 結 果 の 概 要 別紙１のとおり 別紙２のとおり 別紙３のとおり 

今 後 の 原 子 力 災 害 対 策 に 向 け た 改 善 点 別紙１のとおり 別紙２のとおり 別紙３のとおり 

備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 
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別紙１ 
防災訓練の結果の概要（総合訓練） 

 
１．訓練の目的・目標 

本訓練は、「再処理事業所 再処理事業部 原子力事業者防災業務計画 第２章第５節２」に基づき実

施するものである。 
以下、再処理事業部対策本部および全社対策本部の訓練目的を示す。 
 

【再処理事業部対策本部】 
本訓練の目的は、「日本原燃原子力防災訓練に係る中長期対応方針」および「再処理事業部非常

時等の措置に係る中長期訓練計画」に基づき、今年度の重要課題としている「本部要員の交代に伴

う引継ぎに関する手順の有効性の確認」および「複数施設発災を想定した難度の高いシナリオによ

る訓練の実施」の対応をねらいとし、以下を達成目標として、原子力災害に対する緊急時対応能力

の習熟・向上を図るものである。 
 

（１）再処理事業部対策本部から即応センター（ＥＲＣ対応室）に対し、適切に状況報告ができるこ

と 
 

（２）再処理事業部対策本部内および再処理事業部対策本部と即応センター（ＥＲＣ対応室）間で適

切に情報共有ができること 
 

（３）適切な通報連絡、通報内容に対する説明ができること 
 

（４）全社対策本部への協力要請が適切に実施できること 
 

（５）厳冬期等の過酷環境下での作業を適切に実施できること 
 

（６）参集要員への引継ぎが適切に実施できること 
 

（７）２０１８年度総合訓練で抽出した改善事項に対する改善が図られていること 
 

【全社対策本部】 
本訓練の目的は、「全社対策本部 原子力防災訓練中期計画」に基づき、「実効性の向上」をねら

いとし、以下を達成目標として、原子力災害に対する緊急時対応能力の習熟・向上を図るものであ

る。 
 
（８）「原子力事業者防災業務計画」および「全社対策本部運用要則」に定める全社対策本部の任務

を適切に実施すること 
 

（９）２０１８年度総合訓練において抽出した課題に対する改善策が有効に機能し、改善が図られる

こと 
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２．実施日時および対象施設 
（１）実施日時 

２０２０年３月６日（金） １３：００～１７：００（反省会を含む。） 
＜気象条件 ※１,※２＞ 天候：晴れ 気温：６℃ 風速：４．０ｍ/ｓ 風向：南 
※１：天候、気温は同日１３：００における再処理事業所における気象観測データ 
※２：風速、風向は訓練想定により固定条件として設定 

 
（２）対象施設 

再処理施設、廃棄物管理施設 
 

３．実施体制、評価体制および参加人数 
（１）実施体制 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（２）評価体制 

再処理事業部および他原子力事業者から評価者を選任し、再処理事業部対策本部および全社対策

本部の活動状況を評価するとともに、訓練終了後に再処理事業部対策本部と全社対策本部による反

省会および各対策班での自己評価を行い、課題の抽出を行った。 
 
（３）参加人数 

再処理事業部対策本部 訓練参加者：４１８名（訓練コントローラ１１名を含む。） 
評 価 者： １２名（社内１０名、社外２名） 

全社対策本部   訓練参加者：１０１名（訓練コントローラ２名を含む。） 
評 価 者：  ２名（社外２名） 

 

 

 

 

情報提供 
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４．防災訓練のために想定した原子力災害の概要 

平日日中、起因事象が発生し、原子力災害対策特別措置法（以下、「原災法」という。）第１５条事

象に至る原子力災害を想定する。訓練は「シナリオ非提示型」として実施し、コントローラがシナリ

オ進行に必要な状況付与を行った。詳細は以下のとおり。 
（１）施設運転状況設定 

再処理施設  ：再処理運転停止中 
廃棄物管理施設：ガラス固化体の取扱中 
なお、再処理施設はしゅん工後を想定し、重大事故対策設備の配備、工事が完了済みとした。 

 
（２）事象概要 

時刻 
プラント状態および発生事象 

再処理施設 廃棄物管理施設 

発災前 再処理運転停止中 
ガラス固化体の貯蔵作業を実施中 
（ガラス固化体検査室にて、抜出し装置上へ

ガラス固化体移動中） 
13:00 ・地震発生（六ヶ所村 震度５強） 

・モニタリングポスト機能喪失（ＭＰ－６） 
・外部電源喪失、電源車使用不能 
・第１非常用Ｄ／Ｇ自動起動成功、第２非

常用Ｄ／Ｇ自動起動失敗 
・第１運転予備用Ｄ／Ｇおよび第２運転予

備用Ｄ／Ｇ起動失敗 

・外部電源喪失 
・予備用Ｄ／Ｇ自動起動成功 

13:04 統括当直長が重大事故への体制移行を宣言 

13:10 使用済燃料受入れ・貯蔵建屋のプール水冷

却水系の漏えい確認 
ガラス固化体の検査室内の中吊り事象発生 

13:30 【警戒事象】 ＡＬ２５：全交流電源の喪

失が 30 分以上継続を原子力防災管理者（代

行者）が判断 

ガラス固化体の定置完了 

13:45 事業部対策本部長および本部員交代 

14:00 

訓練中断（ショートカット）：初動対応、蒸発乾固および水素爆発の対策進行早送り 

分離建屋および高レベル廃液ガラス固化建

屋にて、ホース敷設作業を開始 
－ 

14:05 可搬型空気圧縮装置の起動作業を開始 － 

14:10 分離建屋にて拡大防止対策を実施するため

の瓦礫撤去の支援要請 
－ 

14:13 訓練再開：余震発生（六ヶ所村 震度５強） 
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時刻 
プラント状態および発生事象 

再処理施設 廃棄物管理施設 

14:16 － 余震によりガラス固化体転倒、蓋部分が損傷 

14:18 高レベル廃液ガラス固化建屋内にて負傷者

１名発生（管理区域内） 

ガラス固化体受入れ・貯蔵建屋換気筒モニタ

高警報発報 
14:20 無停電電源装置の過放電により、監視制御

盤の機能喪失 

ガラス固化体受入れ・貯蔵建屋換気筒モニタ

レンジオーバー 

14:25 敷地境界線量の上昇を確認（ＭＰ－４） 

14:30 使用済燃料受入れ・貯蔵建屋のプール水位

低下事象発生 
建屋換気設備の停止完了 

14:32 モニタリングポスト（ＭＰ－４）にて５μＳｖ／ｈ以上を観測 

【原災法第１０条事象】 ＳＥ０１：（共）敷地境界付近の放射線量の上昇を原子力防災管

理者が判断 

14:40 
分離建屋で内部ループ通水開始 

ガラス固化体受入れ・貯蔵建屋換気筒の排気

口のろ紙の測定結果を確認 
14:43 ガラス固化体受入れ・貯蔵建屋換気筒モニタの警報が発報し、且つ、ガラス固化体受入れ・

貯蔵建屋換気筒の排気口から放出される放射性物質の量がサーベイメータによる測定で２．

５×１０10Ｂｑ（アルファ線を放出しない各種）を確認（※） 

【原災法第１０条事象、第１５条事象】 

ＳＥ／ＧＥ０２：（共）通常放出経路での気体放射性物質の放出を原子力防災管理者が判断 

14:45 高レベル廃液ガラス固化建屋内にて発生し

た負傷者１名の身体サーベイ後、保健管理

建屋へ搬送開始 

－ 

14:47 統括当直長が使用済燃料受入れ・貯蔵建屋

にて重大事故対応を宣言 
－ 

14:51 

－ 

・ガラス固化体受入れ・貯蔵建屋換気筒モニ

タの指示値が低下 
・ろ紙交換後の測定の結果、検出限界値未満

を確認 
15:00 分離建屋の高レベル廃液濃縮缶で温度低下

の確認ができず、発生防止対策が失敗 
－ 

15:10 訓練中断（ショートカット）：状況、対策状況の早送り 

15:22 ・分離建屋で高レベル廃液濃縮缶の温度の

１００℃到達を確認 
・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋の貯蔵槽の

水位を可搬型計測器により「燃料集合体

頂部より上方３．３ｍの水位に低下し

た」ことを確認（※） 

 

 

－ 

 

 

 

（※）訓練用に設定したＥＡＬにより訓練実施 
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時刻 
プラント状態および発生事象 

再処理施設 廃棄物管理施設 

15:25 高レベル廃液濃縮缶の温度が１００℃到達 

【警戒事象】 ＡＬ２９：蒸発乾固のおそ

れ（溶液の沸騰）を原子力防災管理者が判

断 

－ 

15:26 使用済燃料貯蔵槽の水位を維持できない 

【警戒事象】 ＡＬ３０：使用済燃料貯蔵

槽の水位維持の逸脱を原子力防災管理者が

判断 

－ 

15:30 分離建屋で高レベル廃液濃縮缶の温度の 

１２０℃到達を確認 
－ 

15:33 高レベル廃液濃縮缶の温度が１２０℃到達 

【原災法第１５条事象】 ＧＥ２９：蒸発

乾固の発生を原子力防災管理者が判断 

－ 

15:40 ・分離建屋で瓦礫撤去作業が終了、機器注

水開始 

・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋でプール注

水開始 

－ 

15:45 － 原災法２５条報告の実施 

15:50 ・分離建屋で高レベル廃液濃縮缶の温度低

下を確認 

・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋でプール水

位の上昇を確認 

－ 

16:06 原災法２５条報告の実施 － 

16:20 訓練終了 

 
５．防災訓練の項目 

総合訓練 
 
６．防災訓練の内容 

今回の訓練は、原子力事業者防災業務計画に基づき、総合訓練の中に個別訓練を含めて実施した。

訓練項目は以下のとおり。 
６．１ 総合訓練（再処理事業部対策本部および全社対策本部） 
（１）再処理事業部対策本部対応訓練 
（２）全社対策本部運営訓練 
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６．２ 個別訓練（再処理事業部対策本部） 
（１）通報訓練 
（２）救護訓練 
（３）モニタリング訓練 
（４）避難誘導訓練 
（５）その他必要と認める訓練 

ａ．ＥＲＣ対応訓練 
ｂ．重大事故対応の習熟訓練 

６．３ 個別訓練（全社対策本部） 
（１）その他必要と認める訓練 

ａ．ＥＲＣ対応訓練 
ｂ．原子力事業所災害対策支援拠点設営訓練 
ｃ．広報対応訓練 

 
７．防災訓練の結果の概要 

７．１ 総合訓練（再処理事業部対策本部および全社対策本部） 
（１）再処理事業部対策本部対応訓練 

・原子力防災管理者および副原子力防災管理者は、事象進展に伴い、事故・プラント状況の把握、

対応方針の決定、ＥＡＬの判断および防災体制の発令などを実施した。 
・副原子力防災管理者は、事象発生時に原子力防災管理者（事業部長）および本部員の一部（副

事業部長、工場長）の所内不在（模擬）に対して、代行順位に従い、事業部対策本部長として

対策組織の立ち上げ、再処理事業部対策本部の指揮活動を行った。また、原子力防災管理者

（事業部長）等が再処理事業部対策本部に参集後、事業部対策本部長の交代および再処理事業

部対策本部業務の引継ぎを実施した。 
・再処理事業部対策本部は、各班から事業部対策本部長（本部席）に対し、重大事故対策の進捗

状況、非常用発電機等の復旧検討等の報告を行うとともに、定期的なブリーフィングを行い、

ＣＯＰ資料を使用した重大事故対策の活動状況の確認、目標設定会議による戦略の決定、再処

理事業部対策本部内への周知などを実施した。 
・再処理事業部対策本部は、定期ブリーフィング時において、ＴＶ会議を使用して全社対策本部

へＥＡＬ判断等の連絡、情報共有を実施した。 
・再処理事業部対策本部は、全社対策本部の立ち上げに合わせ要員の派遣を行い、ＴＶ会議およ

び連絡員を通じて支援要請（電源車の手配）を実施した。 
・本部事務局は、行動規範（ガイドライン）に記載のとおり、ＥＡＬ判断フローによる該当ＥＡ

Ｌ説明を行ったほか、ＣＯＰ①資料の到達予想時刻から次段階のＥＡＬの進展を予測し説明し

た。 
＜評価＞ 
・事業部対策本部長（原子力防災管理者および副原子力防災管理者）は、ＥＡＬ該当事象判断時

の対応手順に基づき、発災事象の確認およびＥＡＬ判断を実施するとともに、遅滞なく防災体

制の発令を実施することができたと評価する。 
・副原子力防災管理者は、事業部対策本部長として対策組織の立ち上げ、事業部対策本部の指揮
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活動を支障なく実施できたと評価する。また、副原子力防災管理者は、原子力防災管理者が参

集後、ガイドライン（行動規範）に基づき引継ぎ確認ツールを用いて引継ぎを行った後、事業

部対策本部長を交代し、交代後の原子力防災管理者は、再処理事業部対策本部の活動を継続的

に実施できたと評価する。 
・再処理事業部対策本部は、各班からの報告をもとに定期ブリーフィング、ＣＯＰ資料を使用し

た重大事故対策活動の確認、目標設定会議による戦略の決定および周知を行うことができたと

評価する。しかし、事象発生時、設備復旧時の状況について本部席へ報告されているが、その

内容が各班へ同時に伝わらなかったため、情報把握に時間を要する問題があった。このため、

事業部本部内での情報共有方法に課題がある。 
［１０．２（１）事業部対策本部内の情報共有の改善 参照］ 

・再処理事業部対策本部は、定期ブリーフィング時において、ＴＶ会議を使用して全社対策本部

へＥＡＬ判断等の連絡、情報共有を実施できたと評価する。 
・再処理事業部対策本部は、全社対策本部の立ち上げに合わせ要員の派遣を行い、ＴＶ会議およ

び連絡員を通じて支援要請（電源車の手配）を実施できたと評価する。 
・本部事務局は、行動規範（ガイドライン）に記載のとおり、ＥＡＬ判断フローによる該当ＥＡ

Ｌ説明を行ったほか、ＣＯＰ①資料の到達予想時刻から次段階のＥＡＬの進展を予測し説明で

きたと評価する。 
 

（２）全社対策本部運営訓練 
・総務班長は、地震発生後の全社対策本部要員の招集、安否確認システムを使用した社員の安否

情報の集約、事務本館に勤務している社員の避難場所への避難誘導を実施した。 
・全社対策本部の各班は、社長からの警戒態勢および第２次緊急時態勢の発令を受け、ＴＶ会議

システム、音声共有システム等を用いて、事業部対策本部から事故・プラント状況、事故収束

対応等に関する情報の収集、全社対策本部内への周知を行い、事業部への支援活動として、環

境モニタリング情報の把握、ＥＲＣへの要員派遣、社外関係機関への通報連絡、オフサイトセ

ンターおよび他原子力事業者との連携、社外からの問合せ対応等を実施した。 
＜評価＞ 
・総務班長は、全社対策本部運用に関する手順に基づき、事務本館に勤務している社員について、

安否確認システムによる安否情報を集約できたと評価する。 
・オフサイトセンター派遣要員および広報班は、全社対策本部運営に関する手順に基づき、自治

体、オフサイトセンター等の社外からの住民避難に係るバスおよび資機材の手配依頼、施設の

被災状況等に関する質問、要求事項に対して、適切に対応できていたと評価する。 
・全社対策本部の各班は、全社対策本部運用に関する手順に基づき、全社対策本部の運営を実施

できたと評価する。 
 

７．２ 個別訓練（再処理事業部対策本部） 
（１）通報訓練 

・本部事務局は、通報文記入例をもとに通報文を作成するとともに、確認チェックシートを用い

て確認を行い、記載内容に不備なく事象進展に応じた通報文の作成を実施した。 
・本部事務局は、タイムキーパーによる通報連絡の目標時刻を設定した。また、一斉通報装置を
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用いて社外関係機関へ通報連絡を実施した。 
＜評価＞ 
・本部事務局は、通報文記入例および確認チェックシートを用いて、事象進展に応じた通報文の

作成ができたと評価する。 
・経過報告（２５条報告）の「発生事象と対応の概要」に記載した重大事故対応作業の作業名称

に一部誤記があり、作業進捗の誤解を招く可能性（問題）があった。このため、経過報告作成

時の記載内容の確認方法に課題がある。 

［１０．２（２）経過報告作成時のチェック方法の改善 参照］ 
・本部事務局は、行動規範（ガイドライン）に基づき、タイムキーパーにより通報連絡の目標時

刻を設定することで、班員が意識統一を図ることができ、所定時間内（目標１５分に対し最大

１１分）に通報連絡を行うことができたと評価する。 
 

（２）救護訓練 
・運転管理班（当直員）は、高レベル廃液ガラス固化建屋の管理区域内で発生した負傷者に対し、

手順書案に基づき実施責任者への救護要員の派遣を要請した後、建屋出口まで付き添って誘導

するとともに、汚染状況確認のための身体サーベイおよび汚染部位の養生を実施した。 
・救護班は、現場からの通報を受け、負傷者の情報（人数、負傷箇所、周囲の安全等）を確認し、

救護班長に報告した後、救護班は、負傷者を保健管理建屋まで搬送し、負傷者の除染、応急措

置を実施した。 
＜評価＞ 
・運転管理班（当直員）は、手順書案に基づき実施責任者へ救護要員の派遣を要請し、負傷者の

誘導、身体サーベイ等を問題なく実施することができたと評価する。 
・救護班は、救護班の活動の手順に基づき、負傷者の搬送、除染、応急措置を問題なく実施でき

たと評価する。 
 

（３）モニタリング訓練 
・放射線管理班は、再処理事業部対策本部の立ち上げ後、主排気筒モニタ、エリアモニタおよび

モニタリングポストの機能状態および測定結果を確認した。 
・放射線管理班は、モニタリングポスト（ＭＰ－６）の機能喪失に伴い、主排気筒から放出され

た放射性物質が最大濃度となる地点にモニタリングカーを出動し測定を行った。 
・放射線管理班は、ガラス固化体受入れ・貯蔵建屋換気筒モニタの高警報発報の連絡を受けて、

ＥＡＬ該当事象（ＳＥ／ＧＥ０２）の発生の確認を行うため、排気用モニタのろ紙測定を実施

した。 
＜評価＞ 
・放射線管理班は、放射線管理班の活動に関する手順に基づき、主排気筒モニタ、エリアモニタ

およびモニタリングポストの機能状態および測定結果の確認ができたと評価する。 
・放射線管理班は、放射線管理班の活動に関する手順に基づき、モニタリングカーを出動して空

間放射線量率等の測定対応ができたと評価する。 
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（４）避難誘導訓練 
・総務班は、再処理施設構内の社外見学者（模擬）について、避難場所への避難誘導を実施した。 
・総務班は、総務班の活動の手順に基づき、事業所内の従業員を対象に点呼・安否確認を行った

後、点呼・安否確認結果を集約し、再処理事業部対策本部へ報告を実施した。 
＜評価＞ 
・総務班は、総務班の活動の手順に基づき、見学者の避難誘導を実施できたと評価する。 
・総務班は、総務班の活動の手順に基づき、点呼・安否確認、結果集約および再処理事業部対策

本部への報告を実施できたと評価する。 
 

（５）その他必要と認める訓練 
ａ．ＥＲＣ対応訓練 
・再処理事業部対策本部は、即応センター（ＥＲＣ対応室）に対して、印刷物の配布による通報

文およびＣＯＰ資料の提供、電子ホワイトボードによる対策活動状況および時系列の共有、電

子閲覧システム（デジエ）による質問事項への回答を実施した。 
・ＥＲＣ対応者は、統合原子力防災ネットワークによるＴＶ会議システムを通じて、ＣＯＰ資料

等を活用し、事故状況・進展予測（ＥＡＬ事象の到達予想時刻）・対応戦略・進捗状況（初動

対応および可搬型計測器での測定結果等）をＥＲＣプラント班へ情報共有を実施した。また、

通報した原災法第１０条および第１５条事象の原因事象および判断根拠の説明を実施した。 
・ＥＲＣ対応者は、ＥＲＣ対応心得に基づき、ＥＲＣ配備資料を用いて事故状況、電源系統およ

び復旧戦略の状況説明を実施した。 
・再処理事業部対策本部は、即応センター（ＥＲＣ対応室）に対し、模擬ＥＲＳＳ※を用いた状

況報告を実施した。また、トレンドグラフを用いた情報提供を実施した。 
（※）本訓練では、更新工事によりＥＲＳＳの実機を使用できないため、訓練用に模擬ＥＲＳＳ

としてＰＣ端末を各所に準備し、訓練用の模擬情報を表示して訓練を実施した。 
＜評価＞ 
・再処理事業部対策本部は、情報フローのとおり、即応センター（ＥＲＣ対応室）に対して、印

刷物の配布による通報文等の提供、電子ホワイトボードによる対策活動状況等の共有、電子閲

覧システム（デジエ）による質問回答を実施し、情報提供を概ね行うことができたと評価する。 
・ＥＲＣ対応者は、通報した原災法第１０条および第１５条事象の原因事象および判断根拠の説

明を実施できたと評価する。 
・ＥＲＣ対応者は、ＣＯＰ資料等を活用し、事故状況・進展予測（ＥＡＬ事象の到達予想時

刻）・対応戦略・進捗状況（初動対応および可搬型計測器での測定結果等）を説明できたと評

価する。しかし、機器への直接注水作業、プールの注水作業の進捗状況および今後の進展の質

問に対し、入手したＣＯＰ資料で即答できず回答が遅くなる問題があった。このため、ＣＯＰ

資料から注目すべき重要情報を把握して即応センター内で共有する方法に課題がある。 
［１０．１（３） ＣＯＰ資料の情報共有の改善 参照］ 

・ＥＲＣ対応者は、ＥＲＣプラント班に対し、ＣＯＰ資料を用いて、建屋単位の進捗を説明でき

ていたが、現場で発生した不具合について、機器単位での説明を詳細に実施できない問題があ

った。このため、現場からの不具合情報をＣＯＰ資料へ展開する方法に課題がある。 
［１０．１（２） 不具合に係る情報提供の改善 参照］ 
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・ＥＲＣ対応チームは、ＥＡＬ（ＳＥ０１）について、原子力防災管理者が発言した原因事象の

発生時刻（敷地境界線量５μＳｖ／ｈの到達時刻１４：３１）をＥＡＬ判断時間（１４：３２）

と誤認して、誤った内容でＥＲＣに速報連絡したという問題があった。このため、事象発生時

刻およびＥＡＬ判断時刻を区別して速報情報を正確に把握・伝達する方法に課題がある。 
［１０．１（１） 速報情報の伝達の改善 参照］ 

・ＥＲＣ対応者は、ＥＲＣ対応心得に基づき、ＥＲＣ配備資料（単線結線図等）を用いて事故状

況、電源系統および復旧戦略の状況説明を実施できたと評価する。 
・再処理事業部対策本部は、プラントの状況変化（モニタリングポスト計測値等）について、模

擬ＥＲＳＳで得られる情報を活用し、即応センターへの状況報告を行うことができたと評価す

る。また、模擬ＥＲＳＳからの情報について、トレンドグラフを用いて情報提供ができたと評

価する。 
 

ｂ．重大事故対応の習熟訓練 
・運転管理班（当直員）は、重大事故（蒸発乾固）の発生防止対策として、必要な装備（防護装

備（ケミカルスーツ、呼吸器（オキシゼム））を着装し、分離建屋、高レベル廃液ガラス固化

建屋で内部ループ通水用のホース敷設作業を実施した。 
・運転管理班（当直員）は、重大事故（水素爆発）の発生防止対策として、必要な装備（半面マ

スク）を着装し、屋外でエンジン付きコンプレッサーの起動作業を実施した。 
・屋外作業班は、尾駮沼から貯水槽（建設中）のアクセスルート上で、ホイールローダによる障

害物の撤去およびホース敷設作業を実施した。 
＜評価＞ 
・運転管理班（当直員）は、内部ループ通水用のホース敷設作業について、重大事故対応手順案

に基づき、作業を実施できたと評価する。 
・運転管理班（当直員）は、エンジン付きコンプレッサーの起動作業について、重大事故対応手

順案に基づき、作業を実施できたと評価する。 
・屋外作業班は、ホイールローダによる障害物の撤去およびホース敷設作業を重大事故対応手順

案に基づき、作業を実施できたと評価する。 
 

７．３ 個別訓練（全社対策本部） 
（１）その他必要と認める訓練 

ａ．ＥＲＣ対応訓練 
・全社対策本部のＥＲＣ対応者は、全社対策本部の事務局からの連絡および時系列情報により、

再処理事業部対策本部に対する全社としての支援活動の実施状況、他事業部の施設状況、傷病

者情報等を入手し、ＥＲＣプラント班に情報提供を実施した。 
・全社対策本部のＥＲＣ対応統括者は、ブリーフィングの中で、発災から現在までの時系列と概

要についてＥＲＣプラント班へ情報提供を実施した。 
・ＱＡ管理者は、ＥＲＣプラント班からの質問について（ＥＲＣリエゾンを経由した質問を含

む。）、全社対策本部各班および再処理事業部対策本部への回答の作成依頼と回答状況の進捗管

理、未回答となっている質問へのフォローを実施した。 
・ＥＲＣプラント班リエゾンは、ＥＲＣプラント班への説明の補助として、資料配布およびＱＡ
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対応を実施した。 
＜評価＞ 
・全社対策本部のＥＲＣ対応者およびＥＲＣ対応統括者は、ＥＲＣ対応に関する手順に基づき、

ＥＲＣプラント班に情報提供を実施することができたと評価する。 
・ＱＡ管理者は、ＥＲＣ対応に関する手順に基づき、質問について回答状況の進捗管理を行うと

ともに、回答遅れの防止を実施することができたと評価する。 
・ＥＲＣ対応者（全社）は、ＥＲＣプラント班への全施設の状況をまとめた説明において、全施

設の状況をまとめた様式は定めていたが、口頭のみの説明を行ったため誤伝達、誤確認の可能

性（問題）があった。このため、全施設の状況をまとめた様式の運用方法に課題がある。 
［１０．２（３）全施設の状況説明に係る説明方法の改善 参照］ 

ｂ．原子力事業所災害対策支援拠点設営訓練 
・全社対策本部長は、警戒態勢から第１次緊急時態勢へ態勢が変わったことを受け、原子力事業

所災害対策支援拠点（以下、「支援拠点」という。）設置の指示を行った。 
・指示を受けた支援拠点対応要員は、支援拠点を設置し、設備・機器を立ち上げ、全社対策本部

と情報共有した。 
＜評価＞ 
・全社対策本部長は、全社対策本部運用に関する手順に基づき、支援拠点の設置を指示すること

ができたと評価する。 
・支援拠点対応要員は、支援拠点マニュアルに基づき、支援拠点での設営活動を実施することが

できたと評価する。 
 

ｃ．広報対応訓練 
・広報班は、再処理事業部対策本部広報班が作成したプレス資料について、全社対策本部内で内

容を確認するとともに、通報文およびプレス資料に基づき、プレス発表（模擬）および記者会

見（模擬）を実施した。 
・ＥＲＣ広報班リエゾンは、全社対策本部から送付されたプレス資料をＥＲＣ広報班へ提出した。 
＜評価＞ 
・広報班およびＥＲＣ広報班リエゾンは、全社対策本部運用に関する手順に基づき、プレス資料

の確認、プレス発表を実施することができたと評価する。 
・記者会見対応者は、記者からの質問に対して、分かりやすい説明ができなかった。また、記者

会見対応者が誤った説明をした際に、補助者から補足説明、説明内容の訂正ができなかったた

め、正確な情報を遅滞なく提供することができないという問題があった。このため、記者への

説明および補助者のサポート体制に課題がある。 
［１０．１（４）記者会見における体制、役割および手順の明確化 参照］ 

 
８．前回訓練時の要改善事項への取り組み 

昨年度の総合訓練（２０１９年１月２９日実施）において抽出した改善点に対する取り組み結果

は、以下のとおりである。 
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【再処理事業部対策本部】 
No. 前回までの総合訓練における今後の改善点 今回の訓練への取り組み状況 
１ 【課題】 

・本部事務局は、ＥＲＣ対応チームから要求

されたＣＯＰ①に記載される情報（機器の

注水開始時刻）を迅速に提供できなかっ

た。 
 
【原因】 
①行動規範（ガイドライン）では、ＣＯＰ①

の情報については、周期的に資料を作成す

ることを定めていたが、注水開始の時間

等、ホールドポイントで必要な情報の要求

があった場合、ＥＲＣ対応室からの要求対

応について具体的な規定がされていなかっ

た。 

 
 
 
 
 
 
【対策】 
①行動規範（ガイドライン）を改訂し、ＣＯ

Ｐ資料の情報が部分的に必要な場合は、Ｃ

ＯＰ資料の集約、作成タイミングを待た

ず、優先的に最新情報を収集して回答する

対応を明記した。 
 
【評価】 
①７．２（５）ａ．ＥＲＣ対応訓練におい

て、ＥＲＣ対応者からのＣＯＰ①の速報情

報の要求に対し、ＥＲＣ対応チームおよび

本部事務局は、行動規範（ガイドライン）

に基づき、ＣＯＰ①資料の速報情報を入手

できたことから、対策は有効であった。

（完了） 
２ 【課題】 

・運転管理班は、作成したＣＯＰ③（手順）

について、ＥＲＣ対応室へ配布できなかっ

たため、ＥＲＣ対応者は、資料の内容をＥ

ＲＣプラント班へ説明できなかった。 
 
【原因】 
①作成したＣＯＰ資料のコピー配布に関し、

事業部対策本部の関係者に対し電子メール

で周知したが、徹底が不足していた。 
 
②コピー配布が行われなかった場合のチェッ

ク方法が、定まっていなかった。 
 

 
 
 
 
 
 
【対策】 
①行動規範（ガイドライン）を改訂し、事業

部対策本部内のブリーフィングのルール化

と合わせ、各ＣＯＰ資料の作成タイミン

グ、作成を行う機能班を明記した。 
②行動規範（ガイドライン）を改訂し、本部

事務局内のＥＲＣ対応管理チームが、書画

装置で説明した資料が漏れなくＥＲＣ対応

室へ配布されていること、配布漏れがあっ

た場合、作成者に対し資料の提出を要求す

ることを明記した。 
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No. 前回までの総合訓練における今後の改善点 今回の訓練への取り組み状況 
【評価】 
①７．２（５）ａ．ＥＲＣ対応訓練におい

て、本部事務局および運転管理班は、行動

規範（ガイドライン）に記載されたタイミ

ング、資料作成班の割り当てのとおり、Ｃ

ＯＰ資料を作成でき、また、配布も行えて

いたことから、対策は有効であった。 
②７．２（５）ａ．ＥＲＣ対応訓練におい

て、ＥＲＣ対応管理チームは、行動規範

（ガイドライン）に記載されたとおり、説

明資料のＥＲＣへの配布漏れがないことを

確認した結果、即応センター（ＥＲＣ対応

室）への資料に不足は生じなかったことか

ら、対策は有効であった。（完了） 
 

３ 【課題】 
・ＥＲＣ対応者、ＥＲＣ対応補助者は、「Ｅ

ＡＬ判断基準」を用いた説明について、今

後のＥＡＬの進展予測まで説明できなかっ

た。 
 
【原因】 
①行動規範（ガイドライン）で、ＥＡＬ判断

時に本部事務局で「ＥＡＬ判断根拠」を作

成して、該当したＡＬ事象について確認し

たが、次に何が該当するとＳＥやＧＥ事象

に発展するのか、その後のＥＡＬ進展の予

測、共有を行うことは定めていなかった。 
 

 
 
 
 
 
 
【対策】 
①行動規範（ガイドライン）を改訂し、本部

事務局で、ＥＡＬ判断根拠を作成、説明する

際に、事象進展後にＳＥ、ＧＥへ進展するも

のについては、ＣＯＰ①資料等を使用し、事

象進展の予測、時間等をあわせて説明するこ

とを明記した。 
 
【評価】 
①７．１（１）再処理事業部対策本部対応訓

練において、本部事務局は、行動規範（ガイ

ドライン）に記載のとおり、ＥＡＬ判断フロ

ーによる該当ＥＡＬ説明を行ったほか、ＣＯ

Ｐ①資料の到達予想時刻から次段階のＥＡＬ

の進展を予測し説明できたことから、対策は

有効であった。（完了） 
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No. 前回までの総合訓練における今後の改善点 今回の訓練への取り組み状況 
４ 【課題】 

・ＥＲＣ対応者、ＥＲＣ対応補助者は、ＥＲ

Ｃ配備資料を使用した追加説明（建屋内平

面図を使用したホース敷設のルート説明）

を十分にできなかった。 
 
【原因】 
①ＥＲＣ対応者および補助者は、ＥＲＣ配備

資料の概要について、認知していたもの

の、具体的な活用法がＥＲＣ心得に定めら

れていなかったので使えなかった。 
②ＥＲＣ配備資料を使用することを想定した

教育・訓練を実施していなかった。 
 

 
 
 
 
 
 
【対策】 
①ＥＲＣ対応心得を改訂し、ＥＲＣ配備資料

を使用する説明の実施、当該資料を活用す

るタイミング、使用資料の例を明記する。 
 
②本部事務局のＥＲＣ対応チームを対象とし

た個別訓練を実施予定。 
 
【評価】 
①,②７．２（５）ａ．ＥＲＣ対応訓練にお

いて、ＥＲＣ対応者は、ＥＲＣ対応心

得に記載のとおり、ＥＲＣ配備資料を

用いて現状の重大事故対応の概要等を

説明できたことから、対策は有効であ

った。（完了） 
 

５ 【課題】 
・ＥＲＣ対応者、ＥＲＣ対応補助者は、ＣＯ

Ｐ①（設備状況ＣＯＰ）を使って、ＧＥ２

９（１２０℃）の猶予時間の説明ができな

かった。 
 
【原因】 
①ＣＯＰ①の様式を定めた際に、蒸発乾固に

おけるＧＥの到達時間の情報については、

ＣＯＰ資料に手書きで記入することを考え

ていたが、具体的な記載方法をＣＯＰの作

成者（プレイヤー）に説明していなかった

ことから、記載されなかった。 
 

 
 
 
 
 
 
【対策】 
①ＣＯＰ①資料の様式を見直し、蒸発乾固に

おけるＧＥ（ＧＥ２９）の到達時間、日時

の項目を追加した。 
②行動規範（ガイドライン）を改訂し、修正

したＣＯＰ資料の様式を追記する。 
 
【評価】 
①７．２（５）ａ．ＥＲＣ対応訓練におい

て、本部事務局は、修正したＣＯＰ①資料

を用いてＧＥ２９の到達予想時間を記載し
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No. 前回までの総合訓練における今後の改善点 今回の訓練への取り組み状況 
た結果、再処理事業部対策本部および即応

センター（ＥＲＣ対応室）と情報共有でき

たことから、対策は有効であった。（完

了） 
６ 【課題】 

・ＥＲＣ対応者、ＥＲＣ対応補助者は、ＣＯ

Ｐ②（戦略シート）に記載した準備作業の

開始時間について、誤った説明を行った。

また、内部ループ注水失敗の際に、代替系

統の状況について事業部対策本部に確認す

ることができなかった。 
 
【原因】 
①ＣＯＰ②（戦略シート）は全般的な対応戦

略の説明資料と定めていたが、作業時間等

の進捗を記載する等、想定した役割と異な

って使用される場合があり、それに対応し

た資料構成になっておらず、記載ルールも

具体化されていなかったことから、「作業

中」と記載され、「準備」の作業なのか、

「注水」の作業なのか受け取り側で誤解を

招く記載がなされた。 
②ＣＯＰ②（戦略シート）の蒸発乾固の記載

について、設備の基本設計（多重化の存

在）の記載が不足していた。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
【対策】 
①ＣＯＰ②資料を修正し、対策作業のフロー

部分に｢作業中｣、「完了」等のステータス

を明確化するチェックボックスを明記し

た。また終了予定時刻の記載欄を儲け、記

入された時間の受け取り側の誤解を防止し

た。 
 
 
 
②ＣＯＰ②資料のうち、蒸発乾固対策シート

については、注水ループ系統選択を示すチ

ェックボックスを追加した。 
③行動規範（ガイドライン）を改訂し、修正

したＣＯＰ資料の様式を追記する。 
 
【評価】 
①,②７．２（５）ａ．ＥＲＣ対応訓練にお

いて、運転管理班は、修正したＣＯＰ

②および③資料を用い、蒸発乾固の初

動対応における通水ループの選択結

果、作業進捗を記載し、再処理事業部

対策本部および即応センター（ＥＲＣ

対応室）と情報共有できたことから、

対策は有効であった。（完了） 
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No. 前回までの総合訓練における今後の改善点 今回の訓練への取り組み状況 
７ 【課題】 

・蒸発乾固に関するＣＯＰ③（進捗）につい

て、機器注水とセル導出の準備が同時並行

で実施されることがＣＯＰ資料から読めな

いことから、進捗状況の説明に使えなかっ

た。 
・ＣＯＰ③（進捗）について、対策の進捗確

認に関する事項に可搬型測定設備（温度

計、流量計、圧力計）の状態に関する記載

がないことから、進捗状況の説明に使えな

かった。 
 
【原因】 
①ＣＯＰ③（進捗）は各対策作業の進捗を記

載する役割と定め、個々の対策作業の情報

を記載する構成としていたが、対策活動全

体を俯瞰して説明し難い記載となってい

た。（ＣＯＰ②（戦略シート）の方が分か

りやすい。） 
また、重大事故の各対策作業について、並

行実施（あるいは段階的に実施）すること

がわかり難い記載となっていた。 
②ＣＯＰ③が対策後の可搬型測定設備の状態

確認をできる構成になっていなかった。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【対策】 
①ＣＯＰ③の記載構成を見直し、ＣＯＰ②で

記載した重大事故対策のフローと同構成と

することで対策活動の流れを把握できるよ

うにした。また、ＣＯＰ②の記載情報との

重複を避け、準備作業の開始、終了および

対策完了の時間を記載する構成とした。 
 
 
 
②ＣＯＰ①に可搬型測定設備（温度計、水素

濃度計）の記載欄を追加した。 
 
【評価】 
①７．２（５）ａ．ＥＲＣ対応訓練におい

て、本部事務局および運転管理班は、修正

したＣＯＰ①、③資料を用い、蒸発乾固、

水素爆発の作業進捗情報、可搬型計測器の

測定情報を記載し、再処理事業部対策本部

および即応センター（ＥＲＣ対応室）と情

報共有できたことから、対策は有効であっ

た。（完了） 
 

８ 【課題】 
・ＥＲＣ対応者、ＥＲＣ対応補助者は、所内

電源系統を示す単線結線図等がＥＲＣ配備

資料になかったため、ＥＲＣ対応の開始直
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No. 前回までの総合訓練における今後の改善点 今回の訓練への取り組み状況 
後に施設の電源系統について理解しやすい

説明ができなかった。 
 
【原因】 
①施設構造に熟知していない社内外の関係者

への説明の観点での訓練が不足していたこ

とから、必要性に気付かなかった。 

 
 
 
【対策】 
①単線結線図を簡略化した概要説明資料（再

処理事業所 電源概要図）をＥＲＣ配備資

料に追加した。 
 
【評価】 
①７．２（５）ａ．ＥＲＣ対応訓練において

運転管理班は、ＥＲＣ配備資料に含まれる

電源概要図を使用して、電源系統の状況、

復旧検討を記載し、再処理事業部対策本部

および即応センター（ＥＲＣ対応室）と情

報共有できたことから、対策は有効であっ

た。（完了） 
 

【全社対策本部】 

No. 前回までの総合訓練における今後の改善点 今回の訓練への取り組み 

９ 【課題】（濃縮事業部総合訓練で抽出） 
地震発生から全社対策本部要員の参集までに

時間を要した。（地震発生後、１２分で参

集） 
 
【原因】 
①社長からの要員招集の指示の後に招集する

手順であった。 

 
 
 
 
 
【対策】 
①六ヶ所村において震度６弱以上の地震が発

生した場合など、全社対策本部の設置が明

白な状況においては、社長の判断前に自主

的に要員が参集する手順を追加した。 
 
【評価】 
①７．１（２）全社対策本部運営訓練におい

て、全社対策本部の要員は、地震発生後、

社長の判断前に自主参集し、地震発生後、

５分で要員を参集させることができたこと

から、対策は有効であった。（完了） 
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No. 前回までの総合訓練における今後の改善点 今回の訓練への取り組み 

10 【課題】（埋設事業部総合訓練で抽出） 
・事業部連絡員が到着するまでの間、ＥＡＬ

の判断根拠について全社対策本部内で確認

が行われていなかった。 
 
【原因】 
①ＥＡＬの判断を全社対策本部で共有するこ

とは定めていたが、その根拠を共有するこ

とは明確にされていなかった。 
②事業部連絡員が到着するまでの間につい

て、ＥＡＬの判断根拠についての確認と周

知を誰が実施するのか全社対策本部要員の

心得に定めていなかったため。 

 
 
 
 
 
【対策】 
①ＥＡＬの判断根拠の確認と全社対策本部で

共有することを「全社対策本部要員の心

得」に定めた。 
②事業部連絡員が到着するまでの間について

ＥＡＬの判断根拠の確認と本部内周知を行

う要員を「全社対策本部要員の心得」に定

めた。 
 
【評価】 
①７．１（２）全社対策本部運営訓練におい

て、事業部連絡員が到着するまでの間、全

社対策本部事務局が音声共有システムを用

いて事業部の状況（ＥＡＬ判断、ＥＡＬ判

断根拠等）を聞き取り、本部内に周知でき

たことから、対策は有効であった。 
（完了） 
 

11 【課題】（再処理事業部総合訓練で抽出） 
・全社対策本部の進行について、事務局班長

ではなく、全社対策本部長（社長）が司会

進行役を行う場面があった。 
 
【原因】 
①本部内の発話の運用について、各班からの

重要な報告は、司会（事務局班長）から報

告を促される前に自ら報告する運用に見直

したが、具体的な重要事項の凡例を定めて

いなかったことから、多くの報告が重要事

項として、直接全社対策本部長（社長）に

報告されたため、司会の事務局班長を介さ

ず社長と班長で進行してしまった。 

 
 
 
 
 
【対策】 
①各班から本部への報告について、重要度に

応じて、その都度報告するもの、定期ブリ

ーフィングで報告するもの、紙配布するも

のに区別するとともに、具体例を「全社対

策本部要員の心得」に定めた。 
 
 
 
 
 



19 

No. 前回までの総合訓練における今後の改善点 今回の訓練への取り組み 

【評価】 
①７．１（２）全社対策本部運営訓練におい

て、「全社対策本部要員の心得」に基づ

き、各班から本部へ報告されていたこと、

事務局班長は本部内全体の発話について、

何が重要か判断し具体的に何を報告させる

かコントロールしていたことから、対策は

有効であった。（完了） 
 

12 【課題】（再処理事業部総合訓練で抽出） 
・事業部対策本部のＥＲＣ対応者は官邸プラ

ント班に発災当初から現在の状況までの概

要の説明を求められた際に、時系列的な説

明を行い、全体概要（施設状況、今後の進

展予測と対策、対策活動の進捗）をわかり

やすく説明することができなかった。 
【原因】 
①概況の説明を行う際の、説明者、説明すべ

き内容および資料の使用の要否をあらかじ

め定めていなかった。 

 
 
 
 
 
 
 
【対策】 
①全体概要の説明を行う際の説明者、説明す

べき内容および資料の使用の要否について

「ＥＲＣ対応要員の心得」に定めた。 
 
【評価】 
①７．３（１）ａ．ＥＲＣ対応訓練におい

て、ブリーフィングの中で、施設状況、今

後の進展予測と対策、対策活動の進捗につ

いて説明し、ＥＲＣプラント班と情報共有

することができたことから、対策は有効で

あった。（完了） 
 

13 【課題】（再処理事業部総合訓練で抽出） 
・ＥＲＣプラント班に対して、負傷者の詳細

情報について、説明ができなかった。 
 
【原因】 
①負傷者の発生から救護班への引渡しまでの

情報については事業部のＥＲＣ対応者から

説明することとしていたが、救護班への引

渡し以降の情報について、再処理事業部対

策本部のＥＲＣ対応者か、全社対策本部の

 
 
 
 
【対策】 
①－ａ 
救護班への引渡し以降の傷病者の情報につ

いては、全社対策本部のＥＲＣ対応者がＥ

ＲＣプラント班へ説明することを「ＥＲＣ

対応要員の心得」に定め、２０１９年度埋
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No. 前回までの総合訓練における今後の改善点 今回の訓練への取り組み 

ＥＲＣ対応者のどちらが説明するのか明確

になっていなかった。 
設事業部総合訓練前に全社対策本部事務局

へ周知した。 
①－ｂ 
２０１９年度埋設事業部総合訓練（１０月

２９日）において、全社対策本部のＥＲＣ

対応者に傷病者の情報が伝わっていないこ

とが確認されたため、「ＥＲＣ対応要員の

心得」を改めて全社対策本部事務局へ周知

した。 
①－ｃ 
２０１９年度濃縮事業部総合訓練（１１月

２６日）において、救護班への引渡し以降

の傷病者の情報は、全社対策本部のＥＲＣ

対応者へ伝わっていたが、全社対策本部の

ＥＲＣ対応者からＥＲＣプラント班に対し

て説明していないため、傷病者情報は重要

事項とし、ＥＲＣプラント班から問合せが

なくても積極的に説明することを「ＥＲＣ

対応要員の心得」に定めた。 
 

【評価】 
①７．３（１）ａ．ＥＲＣ対応訓練におい

て、全社対策本部のＥＲＣ対応者は、ＥＲ

Ｃプラント班に対して積極的に傷病者の情

報を説明したことから、対策は有効であっ

た。（完了） 
 

 
９．訓練の評価 

今回は、「再処理事業部非常時等の措置に係る中長期訓練計画」および「全社対策本部原子力防災

訓練中期計画」に定める「本部要員の交代に伴う引継ぎに関する手順の有効性の確認」、「複数施設発

災を想定した難度の高いシナリオによる訓練の実施」および「実効性の向上」をねらいとし訓練を実

施した結果、今後の改善すべき事項が確認されたものの、原子力災害に対する対応に大きな支障はな

く、緊急時対応能力の習熟・向上が図られているものと評価する。 
「１．訓練の目的・目標」に記載した達成目標についての評価結果は以下のとおり。 

 
【再処理事業部対策本部】 
（１）「再処理事業部対策本部から即応センターに対して適切に状況報告が行われること」 

達成目標：再処理事業部対策本部から即応センター（ＥＲＣ対応室）に対し、適切な状況報告が
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できること 
検証項目：①複数施設発災の状況において、再処理事業部対策本部から即応センター（ＥＲＣ対応

室）へ情報提供を行う際、ＣＯＰ資料（「事故・プラントの状況」、「進展予測と事故

収束対応戦略」、「戦略の進捗状況」）を活用した情報提供ができること 
評  価：①「７．２（５）ａ．ＥＲＣ対応訓練」に示すとおり、再処理事業部対策本部は、即応

センター（ＥＲＣ対応室）へＣＯＰ資料等を活用した情報提供が概ねできたと評価す

る。また、模擬ＥＲＳＳ端末からの速報情報を用いた状況報告ができたと評価する。 
 

（２）「再処理事業部対策本部内、即応センター間で適切に情報共有されていること」 
達成目標：再処理事業部対策本部内および再処理事業部対策本部と即応センター（ＥＲＣ対応室）

間で適切に情報共有ができること 
検証項目：①再処理事業部対策本部は、複数施設発災の状況において、運用ルール（情報伝達の

フロー図、ブリーフィングの開催ルール）に従い、再処理事業部対策本部内での情

報連絡・情報共有ができること 
②再処理事業部対策本部は、複数施設発災の状況において、運用ルール（情報伝達の

フロー図）に従い、即応センター（ＥＲＣ対応室）との情報共有ができること 
評  価：①「７．１（１）再処理事業部対策本部対応訓練」に示すとおり、再処理事業部対策

本部は、複数施設発災を想定した今回の訓練において、行動規範（ガイドライン）

に従った、資料の作成配布、定期的なブリーフィングにより本部内での情報連絡・

情報共有ができたと評価する。しかし、各班から再処理事業部対策本部の本部席に

報告した資料の各班間の情報共有に不足が見られたことから、改善が必要である。 
②「７．２（５）ａ．ＥＲＣ対応訓練」に示すとおり、再処理事業部対策本部は、複

数施設発災を想定した今回の訓練において、情報フローのとおり、印刷、電子ホワ

イトボード等により即応センター（ＥＲＣ対応室）と概ね情報共有ができたと評価

する。 
［１０．２（１）再処理事業部対策本部内の情報共有の改善 参照］ 

 
（３）「適切な通報（時間、内容確認）、通報内容に対する適切な説明ができること」 

達成目標：適切な通報連絡、通報内容に対する説明ができること 
検証項目：①再処理事業部対策本部は、複数のＥＡＬ判断が発生する状況において、原災法第１

０条および第１５条における通報文を所定の時間内に送付できること 
②再処理事業部対策本部は、再処理事業部対策本部内に通報文確認体制を構築し、確

認ツールを使用した発信前の記載チェックを行い、通報文に誤記・記載漏れがない

こと 
③即応センター（ＥＲＣ対応室）は、複数のＥＡＬ判断が発生する状況において、原

災法第１０条および第１５条における通報文の原因事象・判断根拠を説明できるこ

と 
④即応センター（ＥＲＣ対応室）は、複数施設発災の状況において、再処理事業部対

策本部から入手したＣＯＰ資料を活用し、事故状況・進展予測・対応戦略・進捗状

況を説明できること 
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⑤即応センター（ＥＲＣ対応室）は、複数施設発災の状況において、ＥＲＳＳを想定

した表示情報、ＥＲＣ配備資料を用いて、施設状況の説明ができること 
評  価：①「７．２（１）通報訓練」に示すとおり、再処理事業部対策本部は、複数のＥＡＬ

判断が発生する今回の訓練において、原災法第１０条および第１５条における通報

文をすべて所定時間内に送付できたと評価する。 
②「７．２（１）通報訓練」に示すとおり、再処理事業部対策本部の本部事務局は、

行動規範（ガイドライン）に定めた通報文作成時の確認体制を設置し、通報文の作

成、確認ができたと評価する。 
③「７．２（５）ａ．ＥＲＣ対応訓練」に示すとおり、即応センター（ＥＲＣ対応室）

のＥＲＣ対応者は、複数のＥＡＬ判断が発生する今回の訓練において、通報した原

災法第１０条および第１５条事象の原因事象、判断根拠を説明できていたと評価す

る。しかし、ＥＲＣ対応チームが、即応センター（ＥＲＣ対応室）にＥＡＬの判断

時間を誤った内容で伝え、ＥＲＣ対応者がＥＲＣに説明したことから、ＥＡＬ判断

時刻を正確に把握するための方法の改善が必要である。 
④「７．２（５）ａ．ＥＲＣ対応訓練」に示すとおり、即応センター（ＥＲＣ対応室）

のＥＲＣ対応者は、再処理事業部対策本部から入手したＣＯＰ資料等を活用し、事

故状況・進展予測・対応戦略・進捗状況を説明した。しかし、ＥＲＣからの対策作

業の一部不具合等に関する質問に対し、ＥＲＣ対応者は入手したＣＯＰ資料で回答

できず、再処理事業部対策本部に再確認を行う場面があったことから、改善が必要

である。 
⑤「７．２（５）ａ．ＥＲＣ対応訓練」に示すとおり、即応センター（ＥＲＣ対応室）

のＥＲＣ対応者は、複数施設発災を想定した今回の訓練において、模擬ＥＲＳＳ端

末から得られた情報をＥＲＣへ伝達するとともに、トレンドグラフを用いた情報提

供を実施した。またＥＲＣ配備資料を用いて重大事故対応の概要説明が行えたこと

から、これらによる施設状況の説明ができたと評価する。 
［１０．１（１） 速報情報の伝達の改善 参照］ 
［１０．１（２） 不具合に係る情報提供の改善 参照］ 

 
（４）全社および他事業部への協力要請、応援対応の情報共有、体制、手順等が有効であること 

（２０１９年度：単独施設発災想定） 
達成目標：全社対策本部への協力要請が適切に実施できること 
検証項目：①再処理事業部対策本部は、複数施設発災の状況において、防災業務計画に定められ

た体制・時期に基づき、全社対策本部に対し協力要請ができること 
②再処理事業部対策本部は、運用ルールに従い、全社対策本部への情報連絡・情報共

有ができること 
評  価：①「７．１（１）再処理事業部対策本部対応訓練」に示すとおり、再処理事業部対策

本部は、複数施設発災を想定した今回の訓練において、全社対策本部の立ち上げに

あわせ連絡員を派遣し、ＴＶ会議、連絡員を通じて支援要請（電源車の手配）を実

施できたと評価する。 
②「７．１（１）再処理事業部対策本部対応訓練」に示すとおり、再処理事業部対策
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本部は、行動規範（ガイドライン）に従い、定期ブリーフィング時、ＥＡＬ判断時

等にＴＶ会議を使用して、全社対策本部への連絡、情報共有を実施できたと評価す

る。 
 

（５）「厳冬期等の過酷環境下での作業における体制、手順等が有効であること」 
達成目標：厳冬期等の過酷環境下での作業を適切に実施できること 
検証項目：屋外作業（注水ホースの敷設作業）を実施する班は、ルート上の障害物の除去作業と

ホースの敷設作業を手順どおり実施できること 
評  価：「７．２（５）ｂ．重大事故対応の習熟訓練」に示すとおり、屋外作業班は、ホイール

ローダによる障害物の撤去およびホース敷設作業を定められた手順に基づき、作業を

実施できたと評価する。 
 

（６）「参集要員への引継ぎが適切に実施できること」 
達成目標：参集要員への引継ぎが適切に実施できること 
検証項目：①副原子力防災管理者は、再処理事業部対策本部の指揮を行う原子力防災管理者（事

業部長）および本部員の一部（副事業部長、工場長）が所内不在時に、本部長とし

て再処理事業部対策本部を立ち上げ、初動対応を行えること 
②副原子力防災管理者は、参集してきた原子力防災管理者に対し、引継ぎ作業を実施

し、本部機能を維持できること 
評  価：①「７．１（１）再処理事業部対策本部対応訓練」に示すとおり、副原子力防災管理

者は、原子力防災管理者（事業部長）および本部員の一部（副事業部長、工場長）

が所内不在時に、本部長として再処理事業部対策本部を立ち上げ、初動対応を行え

たと評価する。 
②「７．１（１）再処理事業部対策本部対応訓練」に示すとおり、副原子力防災管理

者は、原子力防災管理者が参集後、事業部対策本部長の交代および本部業務の引継

ぎを実施した。引継ぎを受けた原子力防災管理者は、再処理事業部対策本部の活動

を継続的に実施して本部機能を維持できたと評価する。 
 

（７）「前年度反省事項の改善検証」 
達成目標：２０１８年度総合訓練で抽出した改善事項に対する改善が図られていること 
検証項目：２０１８年度総合訓練で抽出した要改善事項に対する改善策が、有効に機能してい 

ること。 
評  価：「８．前回訓練時の要改善事項への取り組み 再処理事業部対策本部」に示すとおり、

改善策は有効であったと評価する。 
 
【全社対策本部】 
（８）「全社対策本部の任務に関する課題抽出」 

達成目標：「原子力事業者防災業務計画」および「全社対策本部運用要則」に定める全社対策本部

の任務を適切に実施すること 
検証項目：①原子力規制庁（ＥＲＣプラント班）に対して、インターネットＴＶ会議システム等
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を用いて、全社対策本部の役割であるオフサイト活動の状況を適切に情報提供でき

ること 
②事務本館に勤務している社員について、安否確認システムを使用した安否情報の集

約および避難誘導が速やかに実施できること 
③自治体、オフサイトセンター等の社外からの問合せについて、適切に対応できるこ

と 
評  価：①「７．３（１）ａ．ＥＲＣ対応訓練」に示すとおり、ＥＲＣプラント班に対して、

ＴＶ会議システム（統合原子力防災ネットワーク）等を用いて、全社対策本部の役

割であるオフサイト活動の状況、他施設の状況を適切に情報提供できたと評価する。 
②「７．１（２）全社対策本部運営訓練」に示すとおり、事務本館に勤務している社

員について、地震発生後、安否確認システムによる安否情報の集約および避難誘導

を実施できたと評価する。 
③「７．１（２）全社対策本部運営訓練」に示すとおり、自治体、オフサイトセンタ

ー等の社外から住民避難に係るバスおよび資機材の手配依頼、施設の被災状況等に

関する質問、要求事項に対し、オフサイトセンター派遣要員および広報班員が全社

対策本部運営に関する手順に基づき全社対策本部へ質問対応や手配状況の確認等の

対応を適切にできたと評価する。 
 

（９）「訓練課題への対応」 
達成目標：２０１８年度総合訓練において抽出した課題に対する改善策が有効に機能し、改善 

が図られること 
検証項目：２０１８年度総合訓練にて抽出した課題に対する改善策が有効に機能していること 
評  価：「８．前回訓練時の要改善事項への取り組み 全社対策本部」に示すとおり、改善策が

有効であったと評価する。 
 
１０．今後の原子力災害対策に向けた改善点 

今回の訓練において抽出した課題のうち、直接的に、ＥＲＣの活動に影響を与えるおそれがある

もの、または当社からの対外情報発信に影響をあたえるおそれがあるものを重要な課題ととらえ、

その他は更なる改善として整理した。 

 
１０．１ 重要な課題 
【再処理事業部対策本部】 

（１）速報情報の伝達の改善 

課題：ＥＲＣ対応チームは、ＥＡＬ（ＳＥ０１）について、原子力防災管理者が発言した原因

事象の発生時刻（敷地境界線量５μＳｖ／ｈの到達時刻１４：３１）をＥＡＬ判断時間

（１４：３２）と誤認して、誤った内容でＥＲＣに速報連絡したという問題があった。

このため、事象発生時刻およびＥＡＬ判断時刻を区別して速報情報を正確に把握・伝達

する方法に課題がある。 

 

原因：①行動規範（ガイドライン）には、ＥＡＬ事象が発生した際、再処理事業部対策本部内
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で発生時刻およびＥＡＬ判断時刻を正確に共有するルールが明記されていなかった。 

②行動規範（ガイドライン）には、速報としてＥＡＬ判断時刻等をＥＲＣへ伝える際の

具体的な内容が明記されていなかった。 

 

対策：①行動規範（ガイドライン）に、再処理事業部対策本部内で、事象発生時刻およびＥＡ

Ｌ判断時刻について復唱確認することを明記する。 

②行動規範（ガイドライン）に、ＥＲＣ管理チームが速報としてＥＲＣ対応者へ伝達す

る具体的な内容、連絡様式等について明記することを検討する。 

 

（２）不具合に係る情報提供の改善 

課題：ＥＲＣ対応者は、ＥＲＣプラント班に対し、ＣＯＰ資料を用いて建屋単位の進捗を説明

できていたが、現場で発生した不具合について、機器単位での説明を詳細に実施できな

い問題があった。このため、現場からの不具合情報をＣＯＰ資料へ展開する方法に課題

がある。 

 

原因：①（ガイドライン）では、現場において不具合が発生した場合のＣＯＰ資料への展開お

よび再処理事業部対策本部からの情報提供方法を定めていなかった。 

 

対策：①行動規範（ガイドライン）に、現場において発生した不具合について、再処理事業部

対策本部からＥＲＣ対応者へ詳細な情報提供を行う方法を検討し、明記する。 

 

（３）ＣＯＰ資料の情報共有の改善 

課題：ＥＲＣ対応者は、機器への直接注水作業、プールの注水作業の進捗状況および今後の進

展の質問に対し、入手したＣＯＰ資料で即答できず回答が遅くなる問題があった。この

ため、ＣＯＰ資料から注目すべき重要情報を把握して即応センター内で共有する方法に

課題がある。 

 

原因：行動規範（ガイドライン）には、ＣＯＰ資料を作成する際に、注目すべき重要な情報を

示し、即応センターと共有する具体的な運用方法を定めていなかった。 

 

対策：行動規範（ガイドライン）に、ＣＯＰ資料の作成時において、変化した情報に加え、重

要性の高い情報を示す具体的な運用方法を検討し、明記する。 

 

【全社対策本部】 

（４）記者会見における体制、役割および手順の明確化 

課題：記者会見対応者は、記者からの質問に対して、分かりやすい説明ができなかった。また、

記者会見対応者が誤った説明をした際に、補助者から補足説明、説明内容の訂正ができ

なかったため、正確な情報を遅滞なく提供することができないという問題があった。こ

のため、記者への説明および補助者のサポート体制に課題がある。 
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原因：①記者会見時の発話に関するガイドを定めていなかったため、簡潔・明瞭な説明ができ

なかった。 

②記者会見時の体制について、司会者、説明者、ＱＡ対応者などは決めていたが、具体

的な役割を定めていなかったため、記者会見対応者をサポートできなかった。 

 

対策：①記者会見対応時の発話の心得に関するガイドを作成する。 

②記者会見対応時の体制、役割、準備資料等について手順を定める。 

 

１０．２ 更なる改善 

【再処理事業部対策本部】 

（１）事業部対策本部内の情報共有の改善 

事象発生時、設備復旧時の状況について本部席へ報告されているが、その内容が各班へ同時 

に伝わらなかったため、情報把握に時間を要した。このため、再処理事業部対策本部内での情

報共有方法および運用ルールについて、使用者の意見を反映し、行動規範（ガイドライン）で

明確化する。 

 

（２）経過報告作成時のチェック方法の改善 

経過報告（２５条報告）の「発生事象と対応の概要」に記載した重大事故対応作業の作業名

称に一部誤記があり、作業進捗の誤解を招くおそれがあった。このため、経過報告の「発生事

象と対応の概要」に記載する作業名称、表現の注意事項を通報文の作成チェックシートに追加

し、確認体制を行動規範（ガイドライン）に明記する。 

 
 

【全社対策本部】 

（３）全施設の状況説明に係る説明方法の改善 

ＥＲＣ対応者（全社）は、ＥＲＣプラント班への全施設の状況をまとめた説明において、全

施設の状況をまとめた様式は定めていたが、口頭のみの説明を行ったため誤伝達、誤確認のお

それがあった。このため、全施設の状況をまとめた様式について、ＥＡＬ発生以外に具体的に

何の情報を記載するか分かるような様式に見直し、運用ルールを「ＥＲＣ対応要員の心得」に

定める。 

 

以 上 
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別紙２ 
 

防災訓練結果の概要（個別訓練①） 
 

１．訓練の目的 

本訓練の目的は、「再処理事業部 非常時等の措置に係る中長期訓練計画」（以下、「中長

期訓練計画」という。）に基づき、対策組織機能班レベルの対応能力の向上をねらいとす

るほか、重大事故対応の要員の知識、技術の習得、向上を図ることであり、以下を達成目

標とした。 

（１）対策組織機能班レベルの対応能力向上 

ａ．事業部対策本部から即応センターに対して適切な状況報告が行なわれていること

の確認。 

ｂ．事業部対策本部内、即応センター間で適切に情報共有されていることの確認。 

（２）原子力災害の発生を想定した対策作業の知識・技術の習得、向上 

ａ．統括当直長の指示のもと、あらかじめ定められている動力電源喪失時の措置が実施

できることを確認。 

ｂ．建屋内で発生した傷病者を、担架等で建屋入口まで搬送できることを確認。 

 

２．実施日および対象施設 

（１）実施日 

２０１９年９月１２日（木）１３：００～１６：００ 
 

（２）対象施設 

再処理施設、廃棄物管理施設 
 

３．実施体制、評価体制および参加人数 

（１）実施体制 

本訓練は、再処理事業部対策本部、全社対策本部のうち即応センター（ＥＲＣ対応

室）の再処理事業部対策本部の対応要員を対象に訓練を実施した。 
 

（２）評価体制 

本訓練では、緊急時対策所およびＥＲＣ対応室に訓練評価者を３名、現場作業に訓

練コントローラ兼評価者を８名配置し、評価シートを用いて訓練評価を行った。 
 

（３）参加人数 

訓練参加者：４１０名（訓練コントローラ１４名含む） 

訓練評価者： １１名（訓練コントローラ ８名含む） 
 

４．防災訓練のために想定した原子力災害の概要 

本訓練は、中長期訓練計画に基づき、既存のプラント状況、設備を使用した訓練を実施

するため、現在（再処理施設しゅん工前）のプラント状況を前提とした訓練を実施した。 
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【想定発生事象】 

・平日、昼間に震度５強（３００ｇａｌ）の地震が発生。地震に伴い外部電源喪失。 

・地震に伴い廃棄物管理施設で、輸送容器の落下事象発生。 

・使用済燃料受入れ・貯蔵施設の第１非常用ディーゼル発電機が自動起動に失敗し、当

該施設で全交流電源喪失。当直員による電源車接続作業を開始。 

・全交流電源の喪失から３０分経過し、原子力防災管理者は警戒事態該当事象（ＡＬ２

５）を判断、警戒態勢発令。 

・使用済燃料プールにおいて、急速な水位低下発生。 

・使用済燃料プールの水位低下に伴う空間線量の上昇により水位測定が困難となった

ことから、原子力防災管理者は全面緊急事態該当事象（ＧＥ３０）を判断。 

 

５．防災訓練の項目 

個別訓練 

（１）その他必要と認める訓練 

①対策組織等の設営訓練 

②原子力災害対応の習熟訓練 

③その他（管理区域内で発生した傷病者の建屋外搬送） 

 

６．訓練結果の概要 

（１）その他必要と認める訓練 

①対策組織等の設営訓練 

・通報対応として、ＥＡＬに基づく通報文の作成および発信ならびに電話確認対応を

実施。 

・再処理事業部対策本部から即応センター（ＥＲＣ対応室）への状況報告として、Ｅ

ＲＣ対応室の立ち上げ、再処理事業部対策本部の情報伝達およびＱＡ対応を実施。 

・事業部対策本部内および即応センター（ＥＲＣ対応室）間の情報共有として、非常

時対策組織、再処理事業部対策本部の立ち上げ、行動規範（ガイドライン）に基づ

くブリーフィングおよび目標設定会議等を実施。 

②原子力災害対応の習熟訓練 

・電源車の接続作業として、使用済燃料受入れ・貯蔵施設への給電を想定した対応手

順および要員によるケーブル接続作業を実施。 

・通信機能確保作業として、制御建屋、ユーティリティ建屋および低レベル廃棄物処

理建屋に設置された通信設備用発電機のケーブル接続および起動を実施。 

・地震に伴う廃棄物管理施設での輸送容器落下事象を想定し、トラブル対応手順に基

づく汚染確認および現場確認作業を実施。 

③その他（管理区域内で発生した傷病者の建屋外搬送） 

・管理区域内で発生した傷病者（歩行不能）を想定し、バックボードを使用した建屋
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外への負傷者搬送作業等を実施。 
 

７．訓練の評価 

「１．訓練の目的・目標」に示した達成目標に対し、訓練評価者による評価を行った。

評価結果を以下に示す。 

（１）対策組織機能班レベルの対応能力向上 

評価項目 評価結果 

ａ．事業部対策本部か

ら即応センターに対

して適切な状況報告

が行なわれているこ

との確認。 

事業部対策本部から即応センター（ＥＲＣ対応室）への

状況報告については、ＣＯＰ資料等の配布、部分的な質

問要求の対応、配備資料の使用等、概ね良好に対応でき

た。 

ｂ．事業部対策本部内、

即応センター間で適

切に情報共有されて

いることの確認。 

事業部対策本部内、即応センター（ＥＲＣ対応室）間の情

報共有については、資料配布は行動規範（ガイドライン）

に基づき適切に実施されていたが、定期ブリーフィング

の回数が予定より少ない等、一部改善事項が確認された。 

 

・ＣＯＰ資料は作成後、速やかにＥＲＣ対応チームに情

報提供されているが、行動規範（ガイドライン）のとお

り定期ブリーフィングが開催されなかったため、ＣＯ

Ｐ資料の不足が発生した。 

[８．（１）定期ブリーフィング実施方法の改善 参照] 

・本部長への細かい報告が多く、結果的に本部長からの

指示事項が増え、本部長の情報集中に負担が見られた。 

[８．（２）本部長指示方法の見直し 参照] 

 

（２）原子力災害の発生を想定した対策作業の知識・技術の習得、向上 

評価項目 評価結果 

ａ．統括当直長の指示

のもと、あらかじめ定

められている動力電源

喪失時の措置が実施で

きることを確認。 

当直による現場作業については、定められた手順、要員

数での作業を問題なく実施できることを確認した。 

 

ｂ．建屋内で発生した

傷病者を、担架等で建

屋入口まで搬送できる

ことを確認。 

負傷者搬送訓練については、バックボードを使用してフ

ロア移動、ＪＥＴ引渡しの連携は問題なく実施できるこ

とを確認した。 
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８．今後の原子力災害対策に向けた改善点 

本訓練において、抽出した主な改善点は以下のとおりである。なお、当該改善事項につ

いては、２０２０年３月６日に実施した原子力防災訓練(総合訓練)の実施結果から評価

を行った。 

主な要改善事項 対策 

（１）定期ブリーフィング実施方法の

改善 

【問題点】 

行動規範（ガイドライン）どおりに定

期ブリーフィングが実施されなかっ

た結果、ＣＯＰ資料の作成不足が発生

した。 

 

【原因】 

①ブリーフィング以外でのＣＯＰ資

料の作成タイミングをルール化し

ていなかったため、定期ブリーフィ

ングの未開催によりＣＯＰ資料の

作成が行われなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【対策】 

①行動規範（ガイドライン）を改定して、定

期ブリーフィングが開催されない場合で

あっても定期的にＣＯＰ資料は作成し、

本部内へ配布することを定めた。 

 

【評価】 

①２０２０年３月６日実施した原子力防災

訓練（総合訓練）では、行動規範（ガイド

ライン）に基づき、ＣＯＰ資料が作成さ

れ、不足は発生しなかったことから、対策

は有効であった。（完了） 

 

（２）本部長指示方法の見直し 

【問題点】 

再処理事業部対策本部長への細かい

報告が多く、結果的に本部長からの指

示事項も増え、本部長に情報が集中し

負担となった。 

 

【原因】 

①各機能班からの報告について、重要

度が比較的低い情報も適宜報告さ

れた結果、必要以上の緊急ブリーフ

ィングや目標設定会議の実施が行

われ、本部長からの指示事項も増加

し負担となった。 

 

 

 

 

 

 

 

【対策】 

①行動規範（ガイドライン）を改正し、各班

から本部長に報告する情報について、緊

急ブリーフィングの必要性を事前に本部

事務局の担当部長で確認することとし、

緊急性の低い情報は、定期ブリーフィン

グで報告させ、情報集中による負担の軽

減を図った。 
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【評価】 

①２０２０年３月６日に実施した原子力防

災訓練（総合訓練）では、行動規範（ガイ

ドライン）に基づき、本部事務局により、

報告内容の事前判断が行われた結果、不

要な緊急ブリーフィングや目標設定会議

は特になく、本部長の負担軽減となった

と判断できることから、対策は有効であ

った。（完了） 

以 上 
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別紙３ 
 

防災訓練の結果の概要（個別訓練②） 
 

１．訓練の目的 

本訓練は、「再処理事業所 再処理事業部 原子力事業者防災業務計画」に基づき実施する

個別訓練であり、訓練を繰り返し行うことにより、手順書等の適用性や個々の知識・対応能力

の習熟を目的としている。 
 

２．実施日および対象施設 

（１）実施日 

２０１９年１月３０日（水）～ ２０２０年３月５日（木）（詳細日程は添付資料参照） 
 

（２）対象施設 

再処理施設 
 

３．実施体制、評価体制および参加人数 

（１）実施体制 

訓練ごとに実施責任者を定め、実施担当者が訓練を行う。 

なお、一部の訓練では、実施責任者も訓練を行う。 
 

（２）評価体制 

定められた手順書どおりに訓練が実施されたかを実施責任者が評価する。 
 

（３）参加人数 

「添付資料」のとおり。 

なお、実施責任者は訓練評価を行うため、参加人数には含めない。 
 

４．防災訓練のために想定した原子力災害の概要 

再処理施設の全交流電源の喪失に伴う高レベル濃縮廃液貯蔵槽の冷却機能および水素掃気機

能の喪失等から原子力災害に至る過程の状況を想定した。 
 

５．防災訓練の項目 

個別訓練 
 

６．訓練結果の概要（添付資料参照） 

（１）その他必要と認める訓練 

①代替電源供給対応訓練 

・地震等により全交流電源が喪失した場合を想定し、電源車により再処理施設本体の

非常用主母線に電源を供給する作業の訓練を実施。 
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②使用済燃料貯蔵プールへの注水対応訓練 

・使用済燃料貯蔵プールの冷却機能が喪失したことを想定し、可搬式消防ポンプ等に

より使用済燃料貯蔵プールへ水を供給する作業の訓練を実施。 

③冷却コイルへの注水対応訓練 

・安全冷却水系（崩壊熱除去）の機能が喪失したことを想定し、機器を冷却する安全

冷却水系内部ループへ消防ポンプ等により水を供給する作業の訓練を実施。 

④貯蔵室の換気対応訓練 

・ウラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵建屋において、貯蔵室排風機が全台起動不能

の場合を想定し、可搬式送風機により貯蔵室の換気を行う作業の訓練を実施。 

⑤水素掃気用圧縮空気対応訓練 

・安全圧縮空気系に圧縮空気を供給する機能が喪失したことを想定し、エンジン付き

空気コンプレッサーによる安全圧縮空気系へ圧縮空気を供給する作業の訓練を実

施。 

⑥通信設備用発電機対応訓練 

・地震等により全交流電源が喪失した場合を想定し、通信設備用発電機の起動、通信

設備用発電機から電源を供給するためのケーブルの敷設等の作業の訓練を実施。 

⑦原子力事業所災害対策支援拠点設営訓練 

・原子力事業所災害対策支援拠点（以下、「支援拠点」という。）の設営（通信設備

等の立上げ）および全社対策本部との情報共有に係る訓練を実施した。 

・支援拠点において使用する資機材の取り扱い訓練を実施した。 

⑧全社対策本部運営訓練 

・事業部対策本部との情報共有、事業部対策本部への支援活動に係る訓練を実施し

た。 

 

７．訓練の評価 

各個別訓練について定められた手順どおりに訓練が実施され、対応者の習熟を図ることが

できた。 
 

８．今後の原子力災害対策に向けた改善点 

訓練毎の今後に向けた改善点は「添付資料」のとおり。 
 

〈添付資料〉 

個別訓練②の概要（再処理事業部対策本部） 

個別訓練②の概要（全社対策本部） 
 

以 上 



 

 

 

添付資料（１/６） 

 個別訓練②の概要（再処理事業部対策本部） 

○全交流電源喪失対応訓練（訓練実施期間：２０１９年１月３０日～２０２０年３月５日） 

訓 練 項 目 

実施体制 

①実施責任者 

②実施担当者 

実施日 

または 

訓練回数 

参加人数 実 施 結 果 
今後の原子力災害 

対策に向けた改善点 

その他必要と認める訓練 

（代替電源供給対応訓練） 

① 統括当直長 

または当直長 

② 当直員 

上記訓練

実施期間

で９０回

実施 

６０３名

(延べ)※ 

手順書に従って、要員の現場配置、電

源車の出動、起動、ケーブル敷設、接

続作業等が実施できることを確認し

た。 

必要に応じて手順書の見直

し、繰り返し訓練を行い、習

熟度を高めていく。 

その他必要と認める訓練 

（使用済燃料貯蔵プールへの注水対

応訓練） 

① 燃料管理課長 

② 燃料管理課員 

 
2019/2/14 

～ 

2019/2/19 

で４回実

施 

２０名 

(延べ) ※ 

手順書に従って、要員の現場配置、使

用資機材の配置場所の確認、消防ホー

ス敷設作業等が実施できることを確

認した。 

必要に応じて手順書の見直

し、繰り返し訓練を行い、習

熟度を高めていく。 

 

その他必要と認める訓練 

（冷却コイルへの注水対応訓練） 

① 統括当直長 

または当直長 

② 当直員 

 

上記訓練

実施期間

で４１回

実施 

３０４名

(延べ) ※ 

手順書に従って、現場配置、消防ホー

ス敷設、接続作業等が実施できること

を確認した。 

必要に応じて手順書の見直

し、繰り返し訓練を行い、習

熟度を高めていく。 

① 分離課長 

② 分離課員 

 

 

 

 

2019/2/19 

～ 

2019/2/20 

で２回実

施 

１０名

(延べ)  

手順書に従って、現場配置、消防ホー

ス敷設、接続作業等が実施できること

を確認した。 

必要に応じて手順書の見直

し、繰り返し訓練を行い、習

熟度を高めていく。 

※：実施責任者（課長、統括当直長または当直長）は対応要員として訓練に参加していることから、延べ人数に含める。 

 

 



 

 

 

添付資料（２/６） 

 ○全交流電源喪失対応訓練（訓練実施期間：２０１９年１月３０日～２０２０年３月５日） 

訓 練 項 目 

実施体制 

①実施責任者 

②実施担当者 

実施日 

または 

訓練回数 

参加人数 実 施 結 果 
今後の原子力災害 

対策に向けた改善点 

その他必要と認める訓練 

（貯蔵室の換気対応訓練） 

① 統括当直長 

または当直長 

② 当直員 

上記訓練

実施期間

で１５回

実施 

９２名

（延べ） 

手順書に従って、要員の現場配置、ル

ート確保・ケーブル敷設および送風機

操作作業が実施できることを確認し

た。 

必要に応じて手順書の見直

し、繰り返し訓練を行い、習熟

度を高めていく。 

その他必要と認める訓練 

（水素掃気用圧縮空気対応訓練） 

① 統括当直長 

または当直長 

② 当直員  

 

上記訓練

実施期間

で１０回

実施 

３５１名

(延べ) ※ 

手順書に従って、要員の現場配置、コ

ンプレッサーのホースの敷設、起動

／停止、接続作業等が実施できるこ

とを確認した。 

必要に応じて手順書の見直

し、繰り返し訓練を行い、習熟

度を高めていく。 

その他必要と認める訓練 

（通信設備用発電機対応訓練） 

① 統括当直長 

または当直長 

② 当直員  

上記訓練

実施期間

で２１回

実施 

３１７名

(延べ) ※ 

手順書に従って、要員の現場配置、発

電機の起動／停止、ケーブル敷設、接

続作業等が実施できることを確認し

た。 

 

必要に応じて手順書の見直

し、繰り返し訓練を行い、習熟

度を高めていく。 

 ※：実施責任者（課長、統括当直長または当直長）は対応要員として訓練に参加していることから、延べ人数に含める。 



添付資料（３/６） 

 
 

個別訓練②の概要（全社対策本部） 

〇全社対策本部訓練 

訓練項目 

実施体制 

①実施責任者 

②実施担当者 

実施日 参加人数 実施結果 
今後の原子力災害対策に 

向けた改善点 

その他必要と認

める訓練 

（原子力事業所

災害対策支援拠

点設営訓練） 

①全社対策本部事務

局副班長 

②全社対策本部要員

(事務局、総務班、

電力対応班、放射

線情報収集班) 

2019/7/25 

～ 

2019/7/26 

２２名 ・前年度個別訓練において抽出した課題（エアーテント

等の取り扱いが不慣れ）の対策として、再処理事業所

体育館（屋内）にて、エアーテント製作メーカーの指

導のもと、エアーテントの設置訓練を実施した。 

＜評価＞ 

・エアーテント本体および付属品の取扱いについて理解

することができた。 

・付属品である給湯器について、吐出温度設定に関する

説明を掲示する必要があることを確認した。 

・テント内幕取付け作業において、作業性を高めるため

に軽量の脚立を配備する必要があることを確認した。 

・給湯器に温度設定に関する説

明（温度調整６０℃設定にす

ること）を掲示する。（11月 8

日掲示済み） 

・テント内幕取付け作業に使用

する軽量の脚立を配備する。

（11月 20日配備済み） 

・今後、定期的に訓練を行い、

必要な知識の習得、技能の維

持および向上に努める。 

 

 ①全社対策本部事務

局副班長 

②全社対策本部要員

(事務局、電力対応

班) 

2019/10/25 ７名 ・支援拠点を第一千歳平寮に設営し、通信設備（電話お

よびＦＡＸ）を立ち上げ、全社対策本部との情報共有

を実施した。 

・支援拠点（屋外）にて、エアーテントの設置訓練を実

施した。 

＜評価＞ 

・支援拠点マニュアルに基づき、支援拠点での通信設備

の立ち上げおよび全社対策本部との情報共有を実施で

きた。 

・エアーテント設置手順書に基づき、支援拠点でエアー

テントを設置することができた。 

・全社対策本部から持ち出す携帯電話に主要拠点の連絡

先を登録する必要があることを確認した。 

・移動車両に主要拠点の連絡先一覧表を配備する必要が

あることを確認した。 

・エアーテントの設置に関し、強風のため、当初計画し

ていた設置要員を４名から６名に増員（テントを支え

る要員２名を増員）し対応したため、必要要員数を検

証する必要があることを確認した。 

・全社対策本部から持ち出す携

帯電話に、第一千歳平寮の衛

星携帯電話番号と移動車両の

衛星携帯電話番号を登録す

る。（11月 13日登録済み） 

・移動車両に全社対策本部と第

一千歳平寮の連絡先一覧表を

配備する。（11月 11日配備済

み） 

・強風時のエアーテント設置に

ついて、ウォーターウエイト

を使用した訓練を実施し、必

要要員数を次回の訓練で再検

証する。 

・今後、定期的に訓練を行い、

必要な知識の習得、技能の維

持および向上に努める。 

 



添付資料（４/６） 

 
 

訓練項目 

実施体制 

①実施責任者 

②実施担当者 

実施日 参加人数 実施結果 
今後の原子力災害対策に 

向けた改善点 

その他必要と認め

る訓練 

（原子力事業所災

害対策支援拠点設

営訓練） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①全社対策本部事務

局副班長 

②全社対策本部要員

(事務局、電力対応

班、放射線情報収

集班、総務班) 

2019/11/19 １９名 ・再処理事業所一般車輛車庫にて、可搬式発電機および

除染用高圧洗浄機の取扱い訓練を実施した。 

＜評価＞ 

・可搬式発電機、除染用高圧洗浄機の仕様および操作手

順について、受講者全員が手順を理解したことを確認

した。 

・可搬式発電機の操作に関し、交流スイッチの位置が分

かり難いため、交流スイッチの位置に関する説明を掲

示する必要があることを確認した。 

・可搬式発電機の操作に関し、バッテリーアース接続時

の締付け具合について、端子がぐらつかない程度の締

付けで問題ない旨を掲示する必要があることを確認し

た。 

・可搬式発電機の交流スイッチ

の位置に関する説明を掲示

する。(11月 21日掲示済み) 

・可搬式発電機本体にバッテリ

ーアース接続時に関する説

明を掲示する。（11月 21日掲

示済み） 

・今後、定期的に訓練を行い、

必要な知識の習得、技能の維

持および向上に努める。 

 

①全社対策本部事務

局副班長 

②全社対策本部要員

(事務局、電力対応

班、放射線情報収

集班) 

2019/11/21 ９名 ・支援拠点を第一千歳平寮に設営し、通信設備（電話お

よびＦＡＸ）を立ち上げ、全社対策本部との情報共有

を実施した。 

・支援拠点（屋外）にて、エアーテントの設置訓練を実

施した。 

＜評価＞ 

・支援拠点マニュアルに基づき、支援拠点での通信設備

の立ち上げおよび全社対策本部との情報共有を実施で

きた。 

・エアーテント設置手順書に基づき、支援拠点でエアー

テントを設置することができた。 

・2019年 10月 25日の個別訓練で抽出した課題（強風時

におけるエアーテント設置要員数の検証）について、

ウォーターウエイトを使用した場合、当初の要員４名

で設営できることを確認した。 

・エアーテント設置時のウォー

ターウエイトの使用につい

て、エアーテント設置手順書

への反映を検討する。 

・今後、定期的に訓練を行い、

必要な知識の習得、技能の維

持および向上に努める。 

 

 

 

 

 



添付資料（５/６） 

 
 

訓練項目 

実施体制 

①実施責任者 

②実施担当者 

実施日 参加人数 実施結果 
今後の原子力災害対策に 

向けた改善点 

その他必要と認め

る訓練 

（原子力事業所災

害対策支援拠点設

営訓練） 

①全社対策本部事務

局副班長 

②全社対策本部要員

(事務局、電力対応

班、放射線情報収

集班) 

2019/11/28 １９名 ・再処理事業所体育館（屋内）にて、サーベイメータ、個

人線量計の取り扱い訓練を実施した。 

＜評価＞ 

・操作手順に基づき、サーベイメータおよび個人線量計を

取り扱うことができた。 

・今後、定期的に訓練を行い、

必要な知識の習得、技能の維

持および向上に努める。 

①全社対策本部事務

局副班長 

②全社対策本部要員

(事務局、電力対応

班、放射線情報収

集班) 

2019/12/2 １１名 ・再処理事業所体育館（屋内）にて、エアーテントの設置

訓練、サーベイメータおよび個人線量計の取り扱い訓練

を実施した。 

＜評価＞ 

・エアーテント設置手順書に基づき、エアーテントを設置

することができた。 

・操作手順に基づき、サーベイメータおよび個人線量計を

取り扱うことができた。 

・今後、定期的に訓練を行い、

必要な知識の習得、技能の維

持および向上に努める。 

①全社対策本部事務

局副班長 

②全社対策本部要員

(事務局、電力対応

班、放射線情報収

集班) 

2020/2/20 １２名 ・支援拠点を第一千歳平寮に設営し、通信設備（電話およ

びＦＡＸ）を立ち上げ、全社対策本部との情報共有を実

施した。 

・支援拠点（屋外）にて、エアーテントの設置訓練および

汚染者（模擬）に対する汚染検査訓練を実施した。 

＜評価＞ 

・支援拠点マニュアルに基づき、支援拠点での通信設備の

立ち上げおよび全社対策本部との情報共有を実施でき

た。 

・エアーテント設置手順書に基づき、支援拠点でエアーテ

ントを設置することができた。 

・操作手順に基づき、放射線機測定器を取り扱うことがで

きた。 

・今後、定期的に訓練を行い、

必要な知識の習得、技能の維

持および向上に努める。 

 

 



添付資料（６/６） 

 
 

訓練項目 

実施体制 

①実施責任者 

②実施担当者 

実施日 参加人数 実施結果 
今後の原子力災害対策に 

向けた改善点 

その他必要と認め

る訓練 

（全社対策本部運

営訓練） 

 

①全社対策本部事務

局班長 

②全社対策本部要員 

2020/2/20 １００名 ・全社対策本部室にて、ＴＶ会議システム、音声共有シ

ステム等を用いて、事業部対策本部からプラント状況、

事故収束状況等の情報を入手し、全社対策本部内で情

報共有を実施した。 

・即応センター、支援拠点およびオフサイトセンターに

て、全社対策本部との情報共有を実施した。 

＜評価＞ 

・全社対策本部運用に関する手順に基づき、全社対策本

部の運営を実施できた。 

・全社対策本部運用に関する手順に基づき、即応センタ

ー、支援拠点およびオフサイトセンターでの活動状況

を全社対策本部へ報告することができた。 

・ＴＶ会議システムの運用において、音声を繋ぎ込むタ

イミングが曖昧であったため、ベルを鳴らすなど、合

図を明確にする必要があることを確認した。 

・ＴＶ会議システムの音声を繋

ぎ込むタイミングについて、

ベルを合図に繋ぎ込むこと

とし、全社および事業部へ周

知する。（2/20周知済み） 

・今後、定期的に訓練を行い、

必要な知識の習得、技能の維

持および向上に努める。 

①全社対策本部事務

局班長 

②全社対策本部要員 

2020/3/2 ５４名 ・全社対策本部室にて、ＴＶ会議システム、音声共有シ

ステム等を用いて、事業部対策本部からプラント状況、

事故収束状況等の情報を入手し、全社対策本部内で情

報共有を実施した。 

・即応センター、支援拠点およびオフサイトセンターに

て、全社対策本部との情報共有を実施した。 

＜評価＞ 

・全社対策本部運用に関する手順に基づき、全社対策本

部の運営を実施できた。 

・全社対策本部運用に関する手順に基づき、即応センタ

ー、支援拠点およびオフサイトセンターでの活動状況

を全社対策本部へ報告することができた。 

・前回訓練（2020/2/20）で抽出した課題の対策（ＴＶ会

議システムの音声を繋ぎ込む合図の明確化）について、

ベルを合図に概ね良好に対応できており、対策は有効

であることを確認した。 

・今後、定期的に訓練を行い、

必要な知識の習得、技能の維

持および向上に努める。 
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